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１．損益計算書の状況

◆1-1 連結情報 （短信：2ページ）

1

当連結会計年度（平成23年１月１日から平成23年12月31日まで）におけるわが国経済は、東日本
大震災や欧州の金融不安等により先行き不透明な状況で推移いたしました。

このような経営環境のもと、当社グループは国内・海外を両輪とした持続的成長を目指し、企画開
発から製造調達・販売・物流までバリューチェーンの強化を図ってまいりました。

国内市場におきましては、お客様の期待値を超える際立った商品・サービスを提供することで、お
客様に「選ばれ続ける企業」を目指し、収益拡大を図ってまいりました。また、東日本大震災以降に
高まっているオフィスの安全対策へのニーズに対して、防災関連商品やソリューションを積極的に提
案し、売上の拡大を図ってまいりました。

一方、海外市場におきましては、アジアを中心とした新興国において、現地企業のＭ＆Ａや生産設
備の増強、現地ニーズに合わせた商品開発、営業網の整備を推進し、アジアを新たな収益基盤とす
る「アジア企業」へ向けて大きく踏み出した１年となりました。

しかしながら、景気の不透明感による消耗品の買い控えの影響や、収益率を重視した販売施策の
推進により、売上高は前期比0.7％減の2,600億円となりました。コストダウンの推進や販売施策の変
革による総利益率改善及び経費削減に努めた結果、営業利益は前期比24.1％増の40億円となり、
経常利益も前期比23.3％増の40億円となりました。欧州の金融不安の影響によるインド株式市場の
低迷により、コクヨカムリンリミテッドの株式の市場価格が下落したことによるのれんの一括償却49
億円、国内の固定資産の減損損失16億円等を計上したことにより、当期純損失は54億円となりまし
た。

(単位：百万円)

売 上 高 261,873 260,004 △1,869 △0.7%

営 業 利 益 3,282 4,072 ＋790 ＋24.1%

（率） (1.3%) (1.6%) (＋0.3p)

経 常 利 益 3,324 4,098 ＋774 ＋23.3%

（率） (1.3%) (1.6%) (＋0.3p)

当 期 純 利 益 815 △ 5,460 △6,275 －

（率） (0.3%) (△2.1%) (△2.4p)

（注）連結子会社24社・持分法適用関連会社１社となっております。

増減率
22年

<１～12月>
23年

<１～12月>
前年差額

（前年率差）

前年比

目標比 (単位：百万円)

売 上 高 262,000 260,004 △1,996 △0.8%

営 業 利 益 4,000 4,072 ＋72 ＋1.8%

（率） (1.5%) (1.6%) (＋0.1p)

経 常 利 益 4,000 4,098 ＋98 ＋2.5%

（率） (1.5%) (1.6%) (＋0.1p)

当 期 純 利 益 1,300 △ 5,460 △6,760 －

（率） (0.5%) (△2.1%) (△2.6p)

目標 目標差額
23年

<１～12月>
達成率



◆1-2 売上高 （短信：10ページ）

354,536
（単位：百万円）

326,120

260,004

（注）平成19年12月期より決算期を毎年３月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年は、各年の<１～12月>（12ヶ月間）の数値を使用しています。 2

0

260,000

360,000

320,000

340,000

300,000

～～

280,000

19年
<１～12月>

20年
<１～12月>

21年12月期
<１～12月>

22年12月期
<１～12月>

266,725

23年12月期
<１～12月>

261,873

売上高は、景気の不透明感による消耗品の買い控えの影響があったものの、高付加価値
商品の販売や、オフィス通販、国内オフィス家具の販売が好調に推移した結果、2,600億円
（前期比0.7％減）と前年並みとなりました。

(単位：百万円)

21年
<１～12月>

354,536 326,120 266,725 261,873 260,004 △1,869 △0.7%

110,145 104,546 86,466 86,031 86,659 ＋628 ＋0.7%

(31.1%) (32.1%) (32.4%) (32.9%) (33.3%) (＋0.4p)

103,337 99,192 85,887 82,748 82,587 △161 △0.2%

(29.2%) (30.5%) (32.2%) (31.6%) (31.8%) (＋0.2p)

6,808 5,354 579 3,282 4,072 ＋790 ＋24.1%

(1.9%) (1.6%) (0.2%) (1.3%) (1.6%) (＋0.3p)

6,565 4,203 1,009 3,324 4,098 ＋774 ＋23.3%

(1.9%) (1.3%) (0.4%) (1.3%) (1.6%) (＋0.3p)

△ 2,045 △ 11,990 595 815 △ 5,460 △6,275 －

(△0.6%) (△3.7%) (0.2%) (0.3%) (△2.1%) (△2.4p)

経 常 利 益

当 期 純 利 益

売 上 高

売 上 総 利 益

（率）

（率）

販売費及び一般管理費

（率）

（率）

（率）

営 業 利 益

19年
<１～12月>

20年
<１～12月>

22年
<１～12月>

23年
<１～12月>

前年差額
（前年率差）

増減率



31.1%

32.1%

110,145

（単位：百万円）

104,546

86,659

34.0%

33.0%

31.0%

（注）平成19年12月期より決算期を毎年３月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年以前は、各年の<１～12月>（12ヶ月間）の数値を使用しています。 3

32.0%

0

120,000

110,000

90,000

100,000

19年
<１～12月>

20年
<１～12月>

21年12月期
<１～12月>

22年12月期
<１～12月>

86,466

23年12月期
<１～12月>

33.3%
32.4%

86,031

32.9%

～～

◆1-3 売上総利益 （短信：10ページ）

売上総利益は、866億円（前期比0.7%増）となり、コストダウンの推進や販売施策の変革による
販売部門の利益率改善等により、売上総利益率は33.3%（前期比0.4ポイント増）となりました。

80,000

売上総利益率

(単位：百万円)

21年
<１～12月>

354,536 326,120 266,725 261,873 260,004 △1,869 △0.7%

110,145 104,546 86,466 86,031 86,659 ＋628 ＋0.7%

(31.1%) (32.1%) (32.4%) (32.9%) (33.3%) (＋0.4p)

103,337 99,192 85,887 82,748 82,587 △161 △0.2%

(29.2%) (30.5%) (32.2%) (31.6%) (31.8%) (＋0.2p)

6,808 5,354 579 3,282 4,072 ＋790 ＋24.1%

(1.9%) (1.6%) (0.2%) (1.3%) (1.6%) (＋0.3p)

6,565 4,203 1,009 3,324 4,098 ＋774 ＋23.3%

(1.9%) (1.3%) (0.4%) (1.3%) (1.6%) (＋0.3p)

△ 2,045 △ 11,990 595 815 △ 5,460 △6,275 －

(△0.6%) (△3.7%) (0.2%) (0.3%) (△2.1%) (△2.4p)

経 常 利 益

当 期 純 利 益

売 上 高

売 上 総 利 益

（率）

（率）

販売費及び一般管理費

（率）

（率）

（率）

営 業 利 益

19年
<１～12月>

20年
<１～12月>

22年
<１～12月>

23年
<１～12月>

前年差額
（前年率差）

増減率



◆1-4 販売費及び一般管理費 （短信： 10ページ）

0

～～

110,000

80,000

103,337

99,192

（単位：百万円）

82,587

19年
<１～12月>

20年
<１～12月>

21年12月期
<１～12月>

22年12月期
<１～12月>

4

100,000

29.2%

30.5%

28.0%

30.0%

32.0%

売上高販管費比率

34.0%
31.8%

（注）平成19年12月期より決算期を毎年３月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年は、各年の<１～12月>（12ヶ月間）の数値を使用しています。

90,000

32.2%

85,887

23年12月期
<１～12月>

82,748

31.6%

販売費及び一般管理費は825億円（前期比0.2％減）となり、売上高販管費比率は31.8％（前期
比0.2ポイント増）となりました。

(単位：百万円)

21年
<１～12月>

354,536 326,120 266,725 261,873 260,004 △1,869 △0.7%

110,145 104,546 86,466 86,031 86,659 ＋628 ＋0.7%

(31.1%) (32.1%) (32.4%) (32.9%) (33.3%) (＋0.4p)

103,337 99,192 85,887 82,748 82,587 △161 △0.2%

(29.2%) (30.5%) (32.2%) (31.6%) (31.8%) (＋0.2p)

6,808 5,354 579 3,282 4,072 ＋790 ＋24.1%

(1.9%) (1.6%) (0.2%) (1.3%) (1.6%) (＋0.3p)

6,565 4,203 1,009 3,324 4,098 ＋774 ＋23.3%

(1.9%) (1.3%) (0.4%) (1.3%) (1.6%) (＋0.3p)

△ 2,045 △ 11,990 595 815 △ 5,460 △6,275 －

(△0.6%) (△3.7%) (0.2%) (0.3%) (△2.1%) (△2.4p)

経 常 利 益

当 期 純 利 益

売 上 高

売 上 総 利 益

（率）

（率）

販売費及び一般管理費

（率）

（率）

（率）

営 業 利 益

19年
<１～12月>

20年
<１～12月>

22年
<１～12月>

23年
<１～12月>

前年差額
（前年率差）

増減率



◆1-5 営業利益及び経常利益 （短信：10ページ）

営業利益

6,565
6,808

4,203

5,354

経常利益

4,0984,072

売上高営業利益率1.9%

1.0%

2.0%1.6%

1,000

3,000

7,000

6,000

5,000

4,000

0.0%

1.6%

19年
<１～12月>

20年
<１～12月>

21年12月期
<１～12月>

22年12月期
<１～12月>

0

（単位：百万円）

5
（注）平成19年12月期より決算期を毎年３月末日から12月末日に変更しました。

同期間の比較を行うため、平成19年は、各年の<１～12月>（12ヶ月間）の数値を使用しています。

2,000

1,009

579

23年12月期
<１～12月>

1.3%

3,324
3,282

0.2%

営業利益は、コストダウンの推進や販売施策の変革等による総利益率改善及び経費削減に努
めた結果、40億円（前期比24.1％増）となり、経常利益は40億円（前期比23.3％増）となりました。

(単位：百万円)

21年
<１～12月>

354,536 326,120 266,725 261,873 260,004 △1,869 △0.7%

110,145 104,546 86,466 86,031 86,659 ＋628 ＋0.7%

(31.1%) (32.1%) (32.4%) (32.9%) (33.3%) (＋0.4p)

103,337 99,192 85,887 82,748 82,587 △161 △0.2%

(29.2%) (30.5%) (32.2%) (31.6%) (31.8%) (＋0.2p)

6,808 5,354 579 3,282 4,072 ＋790 ＋24.1%

(1.9%) (1.6%) (0.2%) (1.3%) (1.6%) (＋0.3p)

6,565 4,203 1,009 3,324 4,098 ＋774 ＋23.3%

(1.9%) (1.3%) (0.4%) (1.3%) (1.6%) (＋0.3p)

△ 2,045 △ 11,990 595 815 △ 5,460 △6,275 －

(△0.6%) (△3.7%) (0.2%) (0.3%) (△2.1%) (△2.4p)

経 常 利 益

当 期 純 利 益

売 上 高

売 上 総 利 益

（率）

（率）

販売費及び一般管理費

（率）

（率）

（率）

営 業 利 益

19年
<１～12月>

20年
<１～12月>

22年
<１～12月>

23年
<１～12月>

前年差額
（前年率差）

増減率



◆1-6 当期純利益 （短信：10、11ページ）

売上高当期純利益率

（単位：百万円）

△2,045 △11,990

△5,000

△5,460
0

△0.6%

△3.7% △2.1%
0.0%

2.0%

△4.0%

6

△6,000

△2.0%

（注）平成19年12月期より決算期を毎年３月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年は、各年の<１～12月>（12ヶ月間）の数値を使用しています。

△2,000

△3,000

19年
<１～12月>

20年
<１～12月>

21年12月期
<１～12月>

22年12月期
<１～12月>

1,000
595

0.2%

23年12月期
<１～12月>

815

0.3%

主な特別損益
○特別利益 合計 11億円

固定資産売却益 9億円
（社宅売却等）

投資有価証券売却益 1億円 等

～～

△11,000

～～

△12,000

～～

○特別損失 合計 90億円
のれん償却額 49億円
減損損失 16億円
固定資産売却損 9億円
子会社株式評価損 8億円
災害による損失 3億円 等

＊のれん償却額：コクヨカムリンリミテッドの株価が
取得価格の50%を下回ったため。
（欧州の金融不安の影響によるインド株式市場の
低迷に起因）

＊

(単位：百万円)

6,565 4,203 1,009 3,324 4,098 ＋774 ＋23.3%

(1.9%) (1.3%) (0.4%) (1.3%) (1.6%) (＋0.3p)

＋481 △13,613 ＋1,444 △462 △7,888 △7,426 －

特 別 利 益 ＋4,052 － ＋3,020 ＋1,188 ＋1,187 △1 △0.1%

特 別 損 失 △ 3,571 △ 13,613 △ 1,576 △ 1,650 △ 9,075 △7,425 －

7,046 △ 9,409 2,453 2,861 △ 3,789 △6,650 -

(2.0%) (△2.9%) (0.9%) (1.1%) (△1.5%) (△2.6p)

9,091 2,581 1,858 2,046 1,671 △375 △18.3%

△ 2,045 △ 11,990 595 815 △ 5,460 △6,275 -

(△0.6%) (△3.7%) (0.2%) (0.3%) (△2.1%) (△2.4p)

当 期 純 利 益

（率）

経 常 利 益

（率）

（率）

特 別 損 益

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

法 人 税 等

23年
<１～12月>

前年差額
（前年率差）

増減率
19年

<１～12月>
20年

<１～12月>
21年

<１～12月>
22年

<１～12月>



２．貸借対照表の状況 （短信：8,9ページ）

23年12月末

仕入債務

有利子負債

その他負債

資本金

資本剰余金

利益剰余金

評価差額など
自己株式

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

0

2,528

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

現金預金・
有価証券

売上債権

たな卸資産

その他流動資産

その他固定資産

（単位：億円）

＋2（＋0.8%）

＋17（＋3.3%）

＋16（＋6.2%）

△4（△6.0%）

△21（△5.1%）投資有価証券

有形固定資産

無形固定資産

△63（△8.2%）

＋65（＋147.7%）

△13（△6.3%）

＋17（＋4.3%）

＋8（＋3.3%）

△74（△5.5%）

△150

前年差額（増減率）

2,527

資産の部

負債・純資産の部

主な増減要因

主な増減要因

△1（△0.1%）総資産

22年12月末 23年12月末

（単位：億円）

＋45（△14.0%）

22年12月末

＋3（＋60.0%）

7

3,000

前年差額（増減率）

263

527

274

63

708

391

192

414

366

252

158

190

1,282

自己株式 △143
8

261

510

258

67

771

44

412

205

397

321

244

158

190

1,356

△143
5

カムリン社＋13億円

土地・建物 △43億円
（社宅売却等）

長期借入金＋38億円

純利益△54億円
配当金△17億円
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総資産は、前年とほぼ横ばいの2,527億円となりました。

設備投資＋39億円



３．キャッシュフロー・設備投資の状況 （短信：15,16ページ）

□ 設備投資・減価償却費の推移 建物 システム 機械 その他

19年
<１～12月>

20年
<１～12月>

21年12月期
<１～12月>

22年12月期
<１～12月>

0

20

40

60

80

31

27

38

4
100

59

12

12

18

7

49

64

2

10

18

4

34

63

（単位:億円）

減価償却費

23年12月末22年12月末 ＋7

現預金
254

＋106

現預金
261

＋10

営業CF

財務CF

投資CF

△108

（単位：億円）

□ 現預金の増減内訳
23年12月期 <１～12月>

8

フリーキャッシュフロー △2億円

フリーキャッシュフローは積極的に設備投資やＭ＆Ａを行った事等により△2億円となりました。

□ キャッシュフロー計算書
23年12月期 <１～12月>

◆営業キャッシュフロー
税金等調整前当期純利益
減価償却費
のれん償却額
減損損失
その他

◆投資キャッシュフロー
設備投資額
子会社株式取得による支出
有形固定資産の売却による収入
その他

◆財務キャッシュフロー
配当金の支払額
長期借入れによる収入
その他

＋106億円
△37億円

65億円
50億円
16億円
12億円

△108億円
△72億円
△64億円

20億円
8億円

＋10億円
△18億円

40億円
△12億円

（注）平成19年12月期より決算期を毎年３月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年は、各年の<１～12月>（12ヶ月間）の数値を使用しています。

100

23年12月期
<１～12月>

3

11

30

4

48

換算
差額等

△1

5

23

36

60
65
72

8

＜平成23年12月期<１～12月>のキャッシュフローについて＞

・営業活動では、税金等調整前当期純利益△37億円、減価償却費65億円、のれん償却額50億
円等により106億円の資金増となりました。

・投資活動では、設備投資額72億円、子会社株式取得による支出64億円、有形固定資産の売
却による収入20億円等により、108億円の資金減となりました。

・フリーキャッシュフローは△2億円となりました。

・財務活動では、配当金の支払額18億円、長期借入れによる収入40億円等により、10億円の資
金増となりました。

・当期末の資金は261億円となり、期首から7億円の増加となりました。



４．株主還元 （短信：6ページ）

9

■配当について

利益配分に関する基本方針は、更なる株主重視の経営を目指し、従来の安定配当に

加えて連結業績を考慮し、配当性向20％以上を目処とした配当政策を実施してまいりま

す。

当期におきましては、この方針を念頭におき、１株当たり15円（中間期末７円50銭、期末

７円50銭）を予定しております。また、次期の１株当たり配当金は15円（中間期末７円50銭、

期末７円50銭）を予定しております。

内部留保資金につきましては、企業価値の向上に向けた今後の成長戦略への投資に

活用してまいります。

通期：15円00銭 （中間7円50銭、期末7円50銭<予定>）

・利益配分に関する基本方針

・１株当たり配当金



５．事業セグメントの損益状況

◆5-1 ステーショナリー関連事業 （短信：2ページ）

10

4,338

173,380

168,902

4,423

0

160,000

170,000

180,000

150,000

19年
<１～12月>

20年
<１～12月>

21年12月期
<１～12月>

0

4,000

5,000

７,000

19年
<１～12月>

20年
<１～12月>

21年12月期
<１～12月>

～
～

147,866

22年12月期
<１～12月>

6,770

22年12月期
<１～12月>

6,000

～
～

（注）平成19年12月期より決算期を毎年３月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年は各年の<１～12月>（12ヶ月間）の数値を使用しています。

153,655

23年12月期
<１～12月>

23年12月期
<１～12月>

4,872

148,986

6,532

(単位：百万円)

ステーショナリー

売 上 高 173,380 168,902 153,655 148,986 147,866 △1,120 △0.8%

売 上 総 利 益 54,994 53,568 51,133 51,605 50,886 △719 △1.4%
（率） (31.7%) (31.7%) (33.3%) (34.6%) (34.4%) (△0.2p)

販売費及び一般管理費 50,656 49,145 46,261 45,073 44,116 △957 △2.1%
（率） (29.2%) (29.1%) (30.1%) (30.2%) (29.8%) (△0.4p)

営 業 利 益 4,338 4,423 4,872 6,532 6,770 ＋238 ＋3.6%
（率） (2.5%) (2.6%) (3.2%) (4.4%) (4.6%) (＋0.2p)

（ご参考）カウネット売上高　518億円（前年比 4.0％増） 

23年
<１～12月>

前年差額
（前年率差）

増減率
19年

<1～12月>
20年

<1～12月>
22年

<１～12月>
21年

<1～12月>

ステーショナリー関連事業におきましては、「強み」を発揮できる商品カテゴリーに経営資源を集中することで、
収益拡大を図ってまいりました。

国内市場におきましては、業界No.1のノートブランド「キャンパスノート」を11年ぶりに一新したほか、 需要が拡
大する小型ハサミ市場へ向けて、ハサミをポケットに入れて持ち運びするワーカー向けに開発した「ポケットハサ
ミ＜クリッピー＞（グルーレス刃）」等の高付加価値商品を投入し、注力商品分野のシェア拡大を図ってまいりし
た。

オフィス通販事業「カウネット」におきましては、オフィス用品一括購買システム「ウィズカウネット」や「べんり
ねっとライト」が好調に推移したほか、販促活動を積極的に展開した結果、過去最高の売上・営業利益を達成い
たしました。

海外市場におきましては、中国における実用ノート市場に本格的に参入するため、現地の無線綴じノート市場
のトップメーカー何如文化用品（シンセン）有限公司の事業を承継することを合意いたしました。これによりブラン
ドの商標や生産設備、販売網等を獲得し、平成24年夏頃稼動予定の自社工場と合わせて、現地実用ノート市場
で一躍トップシェアとなります。

インドにおきましては、コクヨカムリンリミテッドの株式取得が完了し、経営体制も整え、現地市場における事業
拡大のための基盤作りを推進いたしました。

ベトナムにおきましては、現地のニーズに合致した商品の投入や、販売チャネルの積極的な開拓を行い、約
1,500万冊のノートを販売する等、好調に推移いたしました。

以上の結果、国内需要減少の影響を受けたものの、オフィス通販事業が好調に推移し、また第４四半期にお
いて注力商品の売上が前年を上回った結果、売上高は前期比0.8％減の1,478億円となり、営業利益は前期比
3.6％増の67億円となりました。



◆5-2 ファニチャー関連事業 （短信：3ページ）
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19年
<１～12月>

20年12月期
<１～12月>

22年12月期
<１～12月>

181,156

157,216

112,138

0

120,000

140,000

200,000

100,000

19年
<１～12月>

20年12月期
<１～12月>

～
～

21年12月期
<１～12月>

160,000

2,469

931

△2,697
0

1,000

2,000

3,000

△1,000

△4,000

△5,000

（注）平成19年12月期より決算期を毎年３月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年は各年の<１～12月>（12ヶ月間）の数値を使用しています。

△2,000

△3,000

113,069

22年12月期
<１～12月>

21年12月期
<１～12月>

△4,292

112,887

23年12月期
<１～12月>

△3,250

23年12月期
<１～12月>

＊平成23年12月期より、旧「ファニチャー関連事業」と「店舗関連事業」を統合し、「ファニチャー関連事業」として開示いた
します。そのため、平成22年12月期の「ファニチャー関連事業」の数値は、旧「ファニチャー関連事業」と「店舗関連事業」を
合算した数値となっています。

ファニチャー関連事業におきましては、オフィスを始めとしたさまざまな分野において、設計やコンサルティング、
運用にいたるまで空間全体でお客様を支援する「空間価値提供型ビジネス」への変革を図ってまいりました。

11月に開催した「コクヨフェア2012」におきましては、幼児から高齢者まで多様な方が快適に過ごせる機能とデ
ザインを持ったユニバーサルデザインの官公庁向けロビーチェアー「マドレ」等の新商品を紹介したほか、オフィ
ス、医療施設、教育施設、官公庁施設のモデル空間を創設し、お客様にワークシーンを体感していただきながら、
新しい働き方の提案を行い、需要を喚起いたしました。

中国におきましては、中国のオフィス家具見本市において金賞を受賞した海外戦略商品「エアフォートチェ
アー」や、現地向け商品の強化を目的として平成22年12月に製造・販売ライセンス契約を締結したプラクティカ
社の商品等、現地のお客様のニーズに合致したオフィス家具のラインアップを拡充いたしました。また、販売網
の整備・拡充やソリューション提案を推進することで、収益の拡大を図ってまいりました。

以上の結果、店舗事業が減収だったものの、回復基調が見られる国内オフィス家具分野が好調に推移し、売
上高は前期比0.7％減の1,121億円となりました。売上高は減少しましたが、総利益率の改善に努めた結果、営
業損失は26億円となりました。

(単位：百万円)

ファニチャー

売 上 高 181,156 157,216 113,069 112,887 112,138 △749 △0.7%

売 上 総 利 益 55,151 50,978 35,333 34,424 35,773 ＋1,349 ＋3.9%
（率） (30.4%) (32.3%) (31.2%) (30.5%) (31.9%) (＋1.4p)

販売費及び一般管理費 52,682 50,047 39,625 37,674 38,470 ＋796 ＋2.1%
（率） (29.1%) (31.8%) (35.0%) (33.4%) (34.3%) (＋0.9p)

営 業 利 益 2,469 931 △ 4,292 △ 3,250 △ 2,697 ＋553 －
（率） (1.4%) (0.6%) (△3.8%) (△2.9%) (△2.4%) (＋0.5p)

23年
<１～12月>

前年差額
（前年率差）

増減率
19年

<1～12月>
20年

<1～12月>
22年

<１～12月>
21年

<1～12月>



ステーショナリー関連事業 ファニチャー関連事業

６．セグメントの変更について（短信：4ページ）

・コクヨＳ＆Ｔ

・コクヨマーケティング（ステーショナリー販売）

・コクヨ工業滋賀

・コクヨＭＶＰ

・コクヨサプライロジスティクス

・コクヨカムリン（注1）

・コクヨベトナム

・コクヨベトナムトレーディング(注2)

・国誉商業（上海） ※ノート事業（注3）

調整額通販・小売関連事業

＊旧セグメントでは、下記会社の売上・費用等は、
ステーショナリー事業、ファニチャー関連事業に配
賦しておりました。

・コクヨ
・国誉（上海）企業管理
・コクヨビジネスサービス
・コクヨインターナショナル
・ＬｍＤインターナショナル
・コクヨファイナンス

(注3)
ノート事業と通販事業を行っており、新セグメントで
は、事業により報告セグメントが異なります。

(注2)
平成24年12月期より新規連結。

(注1)
平成23年12月期は貸借対照表のみ連結。

・コクヨファニチャー

・コクヨマーケティング（ファニチャー販売）

・コクヨエンジニアリング＆テクノロジー

・コクヨロジテム

・コクヨマレーシア

・コクヨインターナショナル（マレーシア） （注2）

・国誉家具商貿（上海）

・コクヨインターナショナルアジア

・国誉貿易（上海）

通販

・カウネット

・フォーレスト

・国誉商業（上海） ※通販事業（注3）

小売（インテリア・生活雑貨の販売） 等

・ＬｍＤインターナショナル

・アクタス

・ＬｍＤ（注2）

・コクヨファイナンス

・コクヨ

・国誉（上海）企業管理

・コクヨビジネスサービス

・コクヨインターナショナル

12

理由
当社グループは、事業機軸経営を実践し、バリューチェーン全体の連携強化を推進しております。

事業セグメントに関しましても、「商品別セグメント」から、成長戦略に則った「マネジメント・アプローチ」に
基づいた、より事業の実態に即した分かりやすい「事業別セグメント」に変更いたします。

内容
ステーショナリー関連事業、ファニチャー関連事業の2セグメントから、ステーショナリー関連事業、ファニ

チャー関連事業、通販・小売関連事業の3セグメントに変更いたします。また、主に管理部門に係る費用と
して調整額を設けます。



７．平成24年12月期の見通し（短信：4ページ）
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◆7-1 連結業績見通しについて

＊この資料に記述されている予想数値は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき
作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。

＊新セグメントによる実績値は、比較のために組替えた参考値であり、会計監査人の監査を受けておりません。

当社グループを取巻く環境は、欧州の金融不安による世界経済の減速等、先行きは不透明な状況で推移
すると予想されます。

このような状況のもと、当社グループはお客様の期待値を超える際立った商品・サービスを提供することで、
「お客様に選ばれ続ける企業」へと変革してまいります。

国内市場におきましては、バリューチェーン全体で、商品開発力の向上や商品露出の最大化、マーケティ
ングの変革、営業力強化を行い、シェア拡大を図ってまいります。

海外市場におきましては、中国・インド・ベトナムをはじめとしたアジア市場において、成長する内需を獲得
するためのバリューチェーン構築を推進いたします。

また、平成24年12月期から、コクヨカムリンリミテッドを連結（平成23年12月期は第4四半期に貸借対照表
のみ連結）するとともに、LmD株式会社（ザ・コンランショップの運営）、コクヨベトナムトレーディングCo., Ltd.
（ベトナムにおけるステーショナリー販売）、コクヨインターナショナル（マレーシア）Sdn.Bhd（マレーシアにお
けるファニチャー販売）を新規連結いたします。

次期の見通しに関しましては、売上高2,730億円、営業利益は42億円、経常利益は46億円、当期純利益は
27億円を見込んでおります。

＊億円未満切捨てにて表記しているため、合計値が一致しない場合があります。

(単位：億円)

2,600 2,730 ＋130 ＋5.0%

ステーショナリー 705 750 ＋45 ＋6.3%

フ ァ ニ チ ャ ー 991 1,030 ＋39 ＋3.9%

通 販 ・ 小 売 903 950 ＋47 ＋5.2%

調 整 額 - - - -

（率） 40 (1.6%) 42 (1.5%) ＋2 (△0.1p) ＋3.1%

ステーショナリー （率） 68 (9.7%) 42 (5.6%) △26 (△4.1p) △38.7%

フ ァ ニ チ ャ ー （率） △ 15 (△1.6%) 9 (0.9%) ＋24 (＋2.5p) －

通 販 ・ 小 売 （率） 18 (2.0%) 18 (1.9%) △0 (△0.1p) △0.3%

調 整 額 △ 30 △ 27 ＋3 －

（率） 40 (1.6%) 46 (1.7%) ＋6 (＋0.1p) ＋12.2%

（率） △ 54 (△2.1%) 27 (1.0%) ＋81 (＋3.1p) -

経 常 利 益

当 期 純 利 益

売 上 高

営 業 利 益

増減率
23年12月期
通期　実績
（12ヶ月）

24年12月期
通期　予想
（12ヶ月）

前年差額 前年率差



◆7-2 連結業績の推移

4,203

86,466

266,725

326,120

104,546

1,3%
1.6%

85,887

99,192

31.6%
32.2%

30.5%
32.9%

32.4%32.1%

△11,990

595

△3.7%

0.2% 0.3%

21年12月期 24年12月期
（予想）

20年12月期 21年12月期 24年12月期
（予想）

20年12月期

21年12月期 24年12月期
（予想）

20年12月期21年12月期 24年12月期
（予想）

20年12月期

5,354

1.3%
0.4%

1.3%

14

86,600273,000

34.0%
33.0%

31.0%
32.0%

0.0%

2.0%

△4.0%

△2.0%

2.0%

0.0%

1.5%

1.0%

31.0%

29.0%

33.0%

86,031

261,873

22年12月期

82,748

22年12月期

33.3%
31.8%

3,324

22年12月期

3,282

1.6%

1.6%

22年12月期

815

△2.1%

90,800

23年12月期 23年12月期

23年12月期 23年12月期

86,659
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◆7-3  セグメント別業績の推移
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コクヨS＆T株式会社は、2020年にはステーショナリー事業で海外年間売上100億円を目標とし

ています。これを実現するため、中国No.1のノートメーカーである何如文化用品（シンセン）有限

公司の事業を承継することを合意しました。2012年夏ごろの事業承継を目指します。

何如文化用品（シンセン）有限公司は創業22年のノートを中心とした紙製品製造・販売会社で、

中国の無線綴じノート市場の中で高品質ノートとして抜群の認知度を誇る「Gambol」ブランドを

展開するトップメーカーで、高い生産能力と中国全土で広範な卸販売網を有しています。

事業承継の主な対象範囲は、「Gambol」ブランドの商標、紙製品の生産設備（小型汎用機～

無線綴じノート製造機など総数300台）、販売網（中国全土に販売店約5,000店舗を帳合に持つ

卸70社との販路）等です。

この事業承継により、上海奉賢区に建設する新工場のノート生産設備（シンセンより移設）を

一気に獲得します。この生産体制ができあがることで企画・開発、現地生産、販売までのバ

リューチェーンの構築が整い、内需獲得体制を確立し、コクヨの中国ノート事業は、一躍トップ

シェアとなります。

将来的には、ノート以外の文具の企画・開発も行い、本事業承継で獲得する流通網を有効活

用することで、2020年の目標である売上高100億円実現に向けて事業拡大を行っていく予定と

しております。

なお、本事業承継は、コクヨS＆T株式会社の子会社である国誉商業（上海）有限公司が行い

ます。同社では既に中国市場でCampusノートの販売を行っており、2010年には40社を超える大

手有力卸との取引を通じ約200万冊（日本からの生産輸出）のノートの販売実績を上げ、本事業

承継の円滑な移行に向けた活動体制を整備しております。

■コクヨグループのアジア展開戦略について

当社は現在、国内・海外市場とも顧客への提供価値にこだわり、その価値を最大化していく開

発・生産・販売・物流のバリューチェーンを体現する「事業機軸」の経営を掲げており、アジア各

国においても、その市場ごとに、成長する内需を獲得するバリューチェーンを構築することを基

本戦略においています。また、将来的には、当社が各国で構築するバリューチェーン上の商品

が、当社含め各国の流通網に相互乗入する、「アジア企業」へと成長することを目標とし、10年

後には売上高の海外比率を現在の3％から30％以上まで引き上げる計画です。

すでに、ベトナムでは独自に生産・販売一貫体制を構築し平成23年度からノートの本格販売

の展開を開始しております。

また、平成23年度10月にはインドの画材・筆記具のトップメーカーであるカムリンリミテッドの

株式を過半数取得し、コクヨカムリンリミテッドとしてインド市場への本格的な進出を進めていま

す。
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中国No.1ノートメーカーのM&A（事業承継）を合意
～中国内でのバリューチェーンを整備し、ノート市場でトップシェアを獲得へ～

８．トピックス



当社は、平成23年11月16日と17日、当社東京ショールームにおいて、ファニチャー商材を中
心とした新製品や空間のあり方、新しい働き方の提案等を紹介する「2012 KOKUYO FAIR（コク
ヨフェア）」を開催し、約8,000人が来場しました。

「2012 KOKUYO FAIR」では、ショールーム5階の実験オフィス「エコライブオフィス品川」で、
人と人の新しいつながり方を中心に提案しました。ショールーム3階、4階では、人とモノをつなぐ
視点から、新製品の紹介とともに、ワークシーンがイメージできるスタイルでお客様に体感して
頂き、お客様が持つ課題を探りながら解決策を提案しました。

また、フェア期間中、ソフトブレーン株式会社の創業者である宋文洲氏や一橋大学大学院教
授の楠木建氏等によるエコ・クリエイティブセミナーや各種ビジネスセミナーを開催しました。

17

クリエイティブをテーマにしたライブオフィス

新製品エアーフォートチェアー 病院をイメージした空間

新製品 デスクシステム HARMONii（ハーモニー）

「2012 KOKUYO FAIR（コクヨフェア）」を開催
～テーマは『ECO＋CREATIVE 3.0 ～繋がる・創る・学ぶ場～』～

８．トピックス
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コクヨS＆T株式会社は、百貨店やアパレルショップな
ど、仕事中にハサミをポケットに入れて持ち運び使用
することが多いワーカー向けに開発した、「ポケットハ
サミ＜クリッピー＞（グルーレス刃）」を発売しました。

近年、小型ハサミは「ペンケースに入れやすい」など
の理由から需要が拡大しています。

今回発売する「ポケットハサミ＜クリッピー＞（グルー
レス刃）」は、主に店頭および、そのバックヤードなど、
仕事中にハサミをエプロンなどのポケットに入れて持ち
運ぶことが多いワーカーに向けて開発しました。

収納ケースに大きいクリップが付いており、ポケットに
留めやすく、ハサミの取り出しもスムーズに行えます。
ハンドル部から刃先までオールステンレス製で、小型
ながら本格派のハサミです。

さらに、刃の接する面積を最小限に抑えた「グルーレ
ス刃」を採用しており、粘着テープなどを切っても刃に
のりが付着しにくく、ベタつきが気になりません。

粘着材がつきにくいグルーレス刃を採用

ポケットハサミ＜クリッピー＞（グルーレス刃）

コクヨS＆T株式会社は、「Campus（キャンパス）ノート」シリーズの表紙デザインや中紙仕
様、ロゴマークを一新し、新シリーズ全26アイテム148品番を発売しました。
「キャンパスノート」シリーズは、昭和50年の発売以来36年間、お客様よりご愛顧いただき、1
年間で1億冊以上、また本年7月末には累計24億冊を販売した業界No.1のノートブランドで
す。ノートを構成するのは「表紙」「中紙」「背クロス」のわずか3つの部品ですが、当社はそ
の「とじ方」や「材料品質」「罫線」「サイズ」「デザイン」「価格」という6つの要素についてこだ
わり抜いてきました。

5代目となる今回のキャンパスノートでは、従来品と同じ価格のまま、「背や表紙への書き
やすさ」「線の引きやすさ」「書き心地」といった基本機能をさらに強化しています。

初代 2代目 3代目 4代目 新キャンパスノート

「ポケットハサミ＜クリッピー＞（グルーレス刃）」を発売
～ポケットにはさんで便利なクリップ付きケースを付属～

新「Campus（キャンパス）ノート」が誕生
～1975年の初代誕生から5代目がデビュー～

８．トピックス
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コクヨファニチャー株式会社は、背骨の形状にフィットし、
疲れにくく理想的な姿勢を維持するオフィスチェアー
「AIRFORT（エアフォート）」を発売しました。

「AIRFORT」は、骨盤の理想的な角度である立ったとき
の姿勢に近づけ、動きを妨げることなく個人差の多い背
骨の形状にもフィットし、“柔軟性とサポート力を両立して
腰をサポートする”ことをコンセプトに開発したオフィスチェ

アーです。
背もたれ部に、自由に形が変形し、力を分散しながらも

常に一定の反発力を持つエアバッグを利用した「エアラン
バーサポート」を執務用の国産チェアーで初めて標準装
備しています。内蔵したエアポンプで圧力を調整すること
で、腰をサポートし、快適な座り心地を提供します。

座面には、高密度モールドウレタンに10本の放熱スリッ
トを設け、表面張地にもダブルラッセルクロスを採用する
ことで、座面の放熱をサポートし、快適な座り心地を提供
します。

エアバッグ付きランバーサポート

コクヨファニチャー株式会社は、主に小規模自治体の待合空間に設置する窓口向けロビー
チェアー「Madre（マドレ）」を、発売しました。

当社は、平成以後の市町村合併を契機に、数多くの自治体庁舎における窓口等のオフィス
環境整備を手がけ、豊富な実績と改善ノウハウを蓄積しています。

「Madre」は、待合空間への来訪者や施設運用者双方の視点を重視し、多様な方の心と体に
やさしいデザインと機能を持った、新しい発想のユニバーサルデザインのロビーチェアーです。

来訪者視点では、立ち座りのしやすさとともに、車椅子やベビーカー利用者等が自然に居場
所を確保できるレイアウト上の工夫にも対応し、心地よい待合空間を創り出せます。

施設運用者視点では、座席数や通路幅確保を行いやすくするとともに、背もたれを低くするこ
とで、空間の圧迫感軽減と見渡しやすい待合空間を創り出します。

ロビーチェアー「Madre（マドレ）」

オフィスチェアー「AIRFORT（エアフォート）」を発売
～エアランバーサポートで腰をしっかりサポート！～

窓口向けロビーチェアー「Madre（マドレ）」を発売
～自治体窓口の改善ノウハウを生かした～

８．トピックス


